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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　諮問事項
現状と課題
　







○審議いただきたい項目
・「子どもの性的虐待の記録」の提供側（製造、販売、提供目的の所持等）と、取得・所持側への有効な対策。
・インターネット上に流通する「子どもの性的虐待の記録」への対応

○論点
・条例による地域的な規制の妥当性
・表現の自由との関係
・捜査権の適正な運用
・意図しない所持への対応






前回の条例改正の経緯

【児童ポルノの定義】
「児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律」（以下、児童ポルノ法という）では、児童ポルノを次のように定義している。











児童ポルノ法では、児童ポルノを「性欲を興奮させ又は刺激するもの」と、見る側の価値判断から定義。


【新たな概念（子どもの性的虐待の記録）の構築】
児童を性的虐待から守るため、平成２３年３月青少年健全育成条例を改正し、「子どもの性的虐待の記録」という新たな概念を構築したうえで、これを製造・販売・所持しない努力義務及び、その取組の調査、指導及び助言並びに情報の周知に関し、新たに規定を設けた。

【条例改正後の子どもの性的虐待の記録を取り巻く状況】
○児童ポルノ事犯による被害児童の状況
全国、大阪府ともに検挙件数は近年、過去最多を記録している。
これに伴い、被害児童数も増加している。


　　　　　　　




　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○児童ポルノＤＶＤの販売
　府内で海賊版アダルトＤＶＤを販売する店舗の経営者等が検挙され、押収物のなかに児
童ポルノＤＶＤが含まれていた店があった。また、民放２社により、児童ポルノの販売実
態がある旨の報道もあった。（H24.3月、８月放送）
○ジュニアアイドル誌の現状
条例改正後の調査では、一部に水着や下着姿で陰部やでん部を強調する姿態をとらせて
いるものも見受けられるが、子どもの性的虐待の記録として条例に基づき指導・助言したものはない。
○インターネット上の流通・閲覧防止対策
・インターネット・ホットラインセンター（IHC）の運用状況
　　警察庁から業務委託を受けて（財）インターネット協会が運営しているインターネッ
ト・ホットラインセンター（IHC）では、違法・有害情報の収集、警察庁への通報、プロバイダ等への削除依頼を行っている。（平成18年6月運用開始）













・インターネットサービスプロバイダ（ISP）等による対応
一般社団法人インターネットコンテンツセーフティ協会（平成２３年３月設立）から
提供される児童ポルノ掲載アドレスリストに基づき、ISP等による自主的なブロッキン
グが実施されている。ブロッキング実施事業者５１社によるブロッキングカバー率は約
８割（携帯は95％）となっている。（平成24年１０月現在）
○インターネットによる新たな流通事例
児童ポルノ愛好者間での隠語を使用した画像等のやりとりや、サーバーを介さないファ
イル共有ソフトの使用によりブロッキングを免れる事例が増加している。

【他府県の規制等と児童ポルノ法改正の状況】　※詳細については資料１－２参照
○他府県の状況　
京都府・・・平成２４年1月「児童ポルノの規制等に関する条例」施行
→児童ポルノの取得・所持を罰則化。
○法律改正の状況
　議員立法として第173回国会に自民党・公明党両党改正案が、第177回国会に民主党改正案が提出されているが、現在両案とも、衆議院で閉会中審査となっており、改正には至っていない。
　　　　　





	【子どもの性的虐待の記録への
新たな対応策について】

暦年
検挙件数
被害児童数（人）

全国
大阪
全国
大阪
H21
　935（507）
33
405
11
H22
1,342（783）
64
614
31
H23
1,455（883）
89
600
78
H24上半期
　764（655）
53
275
26
　　　※（　）内はインターネット等を利用した犯罪の検挙件数

法第２条３項
児童ポルノとは、写真、電磁的記録に係る記録媒体その他の物であって
次の各号のいずれかに掲げる児童の姿態を視覚により認識することができる方法により描写したもの。
１　児童を相手方とする又は児童による性交又は性交類似行為に係る児童の姿態。
２　他人が児童の性器等を触る行為又は児童が他人の性器等を触る行為に係る児童の姿態であって性欲を興奮させ又は刺激するもの。
３　衣服の全部又は一部を着けない児童の姿態であって性欲を興奮させ又は刺激するもの。



















暦年
通報情報


IHCによる児童ポルノの処理件数





通報受理
件数





うち
違法情報

警察庁へ通報前に削除済み




海外組織への通報
※






警察庁へ通報





うち
児童
ポルノ
うち
海外サーバー


うち
ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ等へ削除依頼










うち
削除
完了

H21
130,586
27,751
4,486
688
569
3,229
1,891
1,727
637
H22
175,956
35,016
5,188
1,010
365
3,813
2,250
1,748
943
H23
176,254
36,573
3,694
1,744
62
1,888
  860
  828
1490
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　H19.3　IHCは諸外国におけるﾎｯﾄﾗｲﾝ相互間の連絡組織であるｲﾝﾀｰﾈｯﾄ・ﾎｯﾄﾗｲﾝ国際協会に加盟し、
諸外国と連携した児童ポルノ違法情報への対応を推進している。


第39条　（子どもの性的虐待の記録に係る努力義務）
　事業者及び保護者は、次の各号のいずれかに該当する青少年に対する性的虐待に係る行為の全部又は一部を視覚により認識することができる方法により描写した写真、電磁的記録に係る記録媒体その他の物（以下「子どもの性的虐待の記録」という。）を製造し、及び販売しないよう努めなければならない。
（１）刑法第176条から第178条の２までの規定に該当する行為
（２）児童福祉法第34条第１項第６号に掲げる行為
（３）児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律第２条第２項に規定する児童買春
（４）児童虐待の防止等に関する法律第２条第２号に掲げる行為及び同法第３条の虐待
（５）第34条各号に掲げる行為
（６）13歳未満の青少年が水着、下着等を着用した状態で陰部又はでん部を強調した姿をとらせる行為
（７）13歳以上18歳未満の青少年の同意を得ず、又は当該青少年を威迫し、欺き、若しくは困惑させて、当該青少年が水着、下着等を着用した状態で陰部又はでん部を強調した姿態をとらせる行為
２　何人も、子どもの性的虐待の記録を所持しないよう努めなければならない。

第４０条（調査、指導及び助言）
　　府は、前条の規定に基づく取組についての必要な調査、指導及び助言を行うことができる。

第４１条（子どもの性的虐待の記録に係る周知）
　　府は、何人も子どもの性的虐待の記録を所持しないよう、子どもの性的虐待の記録に係る情報の周知に努めるものとする。


























